
都独自の手厚い子育て支援を実施しています。 
例えば、国は 3 歳から 5 歳までのすべての子ど

もと、住民税非課税世帯の 0 歳から 2 歳までの子
どもを対象に保育料を無償化していますが、東京
都は、年齢や所得にかかわらず、認可保育所等を
利用するすべての世帯を対象に無償化していま
す。また、所得制限のない高校授業料の実質無償
化も、東京都が全国に先駆けて実施しました。 
こうした東京都の支援策について、全国の道府

県や市町村からは「同じ日本の子どもなのに、住む
地域によって支援に大きな差があってよいのか」
「同じような支援をしたくても、財源が足りず実施で
きない」といった切実な声が寄せられています。 
この声を受け、こども家庭庁では、財政基盤の弱

い自治体が子育て支援策に取り組めるよう、新た
な補助制度を創設し、今年度から財政支援を開始
しました。ただし、予算総額は 10 億円にとどり、今
後さらに拡充できるよう検討・調整を進めています。 
しかし、国の財源にも限りがあります。だからこ

そ、国として保障すべきこども政策のナショナルスタ
ンダードを明確にし、国が責任を持って取り組むべ
きものと、自治体の自主性に委ねるものを整理する
必要があります。そのうえで、国と地方の財源や人
的資源の配分を見直していくことが重要です。これ
は、こども政策の枠を超えた大きな改革です。しか
し、どこに住んでいても、子どもたちが安心して育
ち、保護者が安心して子育てできる社会をつくるた
め、担当大臣として一歩でも前に進むよう、全力で
取り組んでまいります。 
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現在、私は第二次高市内閣において、こども政
策を担当する大臣を務めています。こども政策に
ついて、越谷市や川口市を含む全国の自治体に
とって大きな課題となっているのが「東京都との格
差」です。先日も、大野埼玉県知事や自民党埼玉
県議団から、この問題の改善に向けたご要望をい
ただきました。 
課題は主に二つあります。一つは、保育士さん

の処遇です。保育士の給与は、国が定める保育
公定価格に基づいており、その単価は国家公務
員の地域手当の区分を踏まえて設定されていま
す。令和 6 年、人事院は国家公務員の地域区分
を市町村単位から都道府県単位を基本とする大く
くりにしました。しかし、この見直しをそのまま保育
公定価格に反映すると、隣接する東京都との間
で、保育士給与の格差がさらに広がる地域が生じ
ることが分かりました。特に埼玉県では、処遇面
で大変不利になるおそれがあります。 
こども家庭庁では、昨年と今年は新基準の適用

を見送りましたが、根本的な解決には至っていま
せん。私は大臣就任前から、この問題について国
に改善を求めてきました。担当大臣となった今、
具体的な改善を図るべく、関係部局に強く指示し
ています。現在、他自治体への通勤者率の高さな
ど地域の実情を踏まえた新たな補正ルールの検
討・調整を進めており、来年度からの見直しを目
指しています。 
もう一つの課題は、子育て支援策における東京

都と他地域との格差です。東京都は人口が多く、
大企業も集中しているため、豊かな税収がありま
す。その財源を活用し、国の支援策に加えて、↗ 
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